
 

 

 

 

 

 

愛知県住宅供給公社 

総合評価落札方式（委託業務）の 

運用ガイドライン 

（建築事業関係） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月 

愛知県住宅供給公社 

 



 

 

 

目 次 
      

 

 

 

１ 委託業務における総合評価落札方式の実施について・・・・・・・・・・・１ 

 

２ 総合評価落札方式の適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

   

２－１ 総合評価落札方式の適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

２－２ 試行対象となる委託業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

３ 総合評価落札方式における審査・評価等・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

３－１ 審査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

３－２ 評価値・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

４ 指名選定について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

５ 落札者決定基準の評価項目について・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

５－１ 技術評価項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

Ａ 企業の技術力に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

Ｂ 配置予定技術者の能力に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

Ｃ  業務の繁忙度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

５－２ 技術評価項目の配点・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

６ 加算点の申告について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 

７ 入札結果の公表について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

８ 手続きフロー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 
 

 

 

 

 



1 

 

１ 委託業務における総合評価落札方式の実施について 
 

○ 公共工事の品質確保を図る上で、公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調 

査及び設計）の品質が重要な役割を担っていることから、令和元年６月 14日に公布･施 

行された｢公共工事の品質確保の促進に関する法律｣（以下｢品確法｣という。)の一部改正 

において、公共工事に関する調査等が新たに品確法の対象として位置付けられた。 

 

 

○ さらに、令和２年１月 30日に改正された｢発注関係事務の運用に関する指針｣におい 

  て、業務の内容等に応じ適切な入札契約方式を選択するよう努めることとされた。 

 

 

○ また、愛知県建設局、都市・交通局及び建築局が発注する建築事業関係の委託業務の一部     

において、令和５年度から総合評価落札方式の指名競争入札を試行している。 

 

 

○ これらを受けて、愛知県住宅供給公社が発注する建築事業関係の委託業務の一部におい      

て、令和７年度から総合評価落札方式の指名競争入札を試行することとした。 
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２ 総合評価落札方式の適用 

 

２－１ 総合評価落札方式の適用 

 

（１）総合評価落札方式 

  事前に仕様が確定可能であるが、入札者の提示する技術等によって、より品質の高い成 

 果が期待できる業務に適用する。試行対象の詳細は２－２に定める。 

 

【参考】 

（２）価格競争方式 

  業務の仕様が確定しており、定められた手順で実施することにより適切な成果が期待でき 

 る業務に適用する。 

  発注方式：指名競争人札など 

 

（３）プロポーザル方式 

  業務の内容が技術的に高度なもの又は専門的な技術が要求される業務であって、提出さ 

 れた技術提案に基づいて仕様を作成する方が優れた成果を期待できる業務に適用する。 

  発注方式：簡易指名型プロポーザル方式など 

 

 

２－２試行対象となる委託業務 

 

試行対象は、設計等委託業務のうち、耐震基本調査、委託料が５００万円以上の改修設計・   

設備設計の中から当該業務を所管する課室長が選定する。 

 

 

【 方式選定イメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価格競争方式 総合評価落札方式 プロポーザル方式 

・委託料が 160 万円超 500

万円未満の新増改築実施設

計等 

・耐震基本調査 

・委託料が５００万円以上の 

改修設計・設備設計 

その他 

・高度な文化性、機能性、創

造性及び専門的技術を必要と

する基本設計及び委託料が

500 万円以上の実施設計等 
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３ 総合評価落札方式における審査･評価等 

 

３－１ 審査 

 

  落札者決定基準は｢愛知県住宅供給公社総合評価審査委員会｣で審査する。 

３－２ 評価値 

 

（１）評価値 

  原則として、加算方式で評価する。 

  評価値  ＝  価格評価点 十  技術評価点 

 

（２）価格評価点 

  １）調査基準価格 ≦ 入札価格の場合 

                        予定価格  －  入札価格 

価格評価点 ＝ 価格評価点の配点 × 

                        予定価格  －  調査基準価格 

 

 

 

２）入札価格 ＜ 調査基準価格 

   入札価格を据置価格に置き換える。 

   なお、据置価格は、愛知県住宅供給                            

公社低入札価格調査等実施要領第 3条                           

により、定められた調査基準価格とす                            

る。 

調査基準価格は、契約の内容に適合                           

し履行がされないおそれがある価格で 

あり、契約の内容が適切に行われるか判断するための詳細な調査を行うこととなる基準の   

価格である。 

 

 

 

（３）技術評価点 

                        技術評価項目の得点合計 

   技術評価点  ＝   技術評価点の配点  × 

                        技術評価項目の配点合計 

（４）価格評価点と技術評価点の配点 

 

価格と技術の評価に関する配点の比率は１:１とする。 

 

価格評価点の配点 技術評価点の配点 

６０点 ６０点 
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４ 指名選定について 

 

指名業者は、｢愛知県住宅供給公社設計等委託者選定基準「内規｣に基づき選定するものとする。 

 

５ 落札者決定基準の評価項目について 

 

落札者決定基準の評価項目は原則以下のとおりとする。 

 業務ごとの具体的な評価項目については、個別の入札条件に定める。 

 

５－１ 技術評価項目 

 

Ａ 企業の技術力に関する事項 

Ａ－① 業務成績評定点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ｢委託業務成績評定結果について（通知）｣の写しで確認します 

 

Ａ－② 応急危険度判定士 

 

 

 

 

※１ 正規社員又は常勤役員等の登録に限る。 

※２ 技術資料を提出する前日及び落札者決定時点で有効期限内であるものに限る。 

※３ 落札者決定時点で、当該正規社員の雇用が継続していること又は当該常勤役員等が退任していないものに限る。 

※４ 確認書類の例は以下のとおり。 

≫正規社員の場合 

愛知県被災建築物応急危険度判定士登録証、健康保険被保険者証、常用型労働条件通知書等 

≫常勤役員等の場合 

愛知県被災建築物応急危険度判定士登録証、健康保険被保険者証、履歴事項全部証明書等 

 

Ｂ 配置予定技術者の能力に関する事項 

Ｂ－① 管理技術者の業務実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 愛知県建築局が発注した､当該業務と同じ業務区分の委託業務成績 

評価期間 過去５か年度 

評価基準 

評価期間内の委託業務成績の最高点 配点 

82点以上 ４点 

80点以上 82点末満 ３点 

78点以上 80点末満 ２点 

76点以上 78点末満 １点 

該当なし ０点 

評価項目 愛知県被災建築物応急危険度判定士の登録者数 

評価基準 
応急危険度判定士の登録者数 配点 

１人あたり１点 最大２点 

評価項目 類似業務１件の実績 

評価期間 過去５か年度と当該業務の技術資料を提出する日の前日までを標準とする 

評価基準 

評価事項 配点 

管理技術者として従事した実績あり ５点 

主任担当技術者として従事した実績あり ３.５点 

 
担当技術者として従事した実績あり ２点 

該当なし ０点 
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※１ 類似業務は､業務ごとに設定する。 

※２ 評価期間は、｢過去５か年度｣を標準とするが､業務内容に応じ｢過去１０か年度｣とできる。 

※３ 国又は地方公共団体発注以外の業務については､評価事項の立場又はこれに準じた者を評価する。 

※４ 確認書類の例は以下のとおり。 

   ≫類似業務の実績 

   ・契約書又は設計図書の写し等で業務名、受注者名及び類似業務と合致することが確認できる部分の書類 

   ・ＰＵＢＤＩＳの業務カルテ情報の写し 等 

   ≫従事した立場 

   ・類似業務の業務実施体制表又は体系図等で業務名、受注者名及び業務全体の体制の記載があり、当該立 

    場に従事したことが確認できる書類 

・ＰＵＢＤＩＳの業務カルテ情報の写し 等 

 

Ｂ－② 管理技術者のＣＰＤの取得実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 建築ＣＰＤ運営会議（事務局：公益財団法人建築技術教育普及センター）が発行する証明書で確認する。 

 

Ｂ－③ 主任担当技術者の資格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 建築ＣＰＤ情報提供制度によるＣＰＤ実績 

評価期間 過去２か年度 

評価基準 

評価事項 配点 

48時間以上 ３点 

36時間以上 48時間末満 ２点 

24時間以上 36時間末満 １点 

該当なし ０点 

評価項目 各主任担当技術者の資格 

評価基準 

評価事項 配点 

分

担

業

務

分

野 

建築 

(意匠) 

一級建築士 ４点 

二級建築士 ２点 

該当なし ０点 

構造 

構造設計一級建築士 ４点 

一級建築士 ３点 

二級建築士 １点 

該当なし ０点 

積算 

一級建築士又は建築積算士 ４点 

二級建築士 １.５点 

該当なし ０点 

電気 

設備設計一級建築士 ４点 

一級建築士又は建築設備士 ３点 

二級建築士 １点 

該当なし ０点 

機械 

設備設計一級建築士 ４点 

一級建築士又は建築設備士 ３点 

二級建築士 １点 

該当なし ０点 
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※１ 「主任担当技術者」とは､管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を統括する役割を担うも 

   のをいう。 

※２ 建築士法に規定する建築士若しくは構造又は設備設計一級建築士の場合､建築士法第 22 条の２に規 

   定する定期講習を受講している者であること｡ただし､建築士法施行規則第 17 条の 37 第 1 項 1 一級建築 

   士定期講習の項イ及び同条第１項２、３に該当する場合を除きます。 

※３ 資格者証等の写しで確認します。 

 

Ｂ－④ 主任担当技術者の業務実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 類似業務は､業務ごとに設定する。 

※２ 評価期間は、「過去５か年度」を標準とするが､業務内容に応じ「過去 10 か年度」とできる。 

※３ 国又は地方公共団体発注以外の業務については､評価事項の立場又はこれに準じた者を評価する。 

※４ 当該委託業務と同分担業務分野での実績のみ評価する。（管理技術者の実績の場合を除く。） 

※５ 確認書類の例は以下のとおり。 

   ≫類似業務の実績 

   ・契約書又は設計図書の写し等で業務名、受注者名及び類似業務と合致することが確認できる部分の書類 

   ・ＰＵＢＤＩＳの業務カルテ情報の写し 等 

   ≫従事した立場 

   ・類似業務の業務実施体制表又は体系図等で業務名、受注者名及び業務全体の体制の記載があり、当該立 

    場に従事したことが確認できる書類 

   ・ＰＵＢＤＩＳの業務カルテ情報の写し 等 

 

Ｂ－⑤ 主任担当技術者のＣＰＤの取得実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 建築 CPD 運営会議（事務局：公益財団法人建築技術教育普及センター）が発行する証明書で確認する。 

 

 

 

 

評価項目 類似業務１件の実績 

評価期間 過去５か年度と当該業務の技術資料を提出する日の前日までを標準とする 

評価基準 

評価事項 配点 

各主任担当  

技術者 

建築､構造 

積算､電気  

機械 

管理技術者又は主任担当技術者とし    

て従事した実績あり 
４点 

担当技術者として従事した実績あり ２点 

該当なし ０点 

評価項目 建築ＣＰＤ情報提供制度によるＣＰＤ実績 

評価期間 過去２か年度 

評価基準 

評価事項 配点 

各主任担当 

技術者 

建築､構造 

積算､電気 

機械 

48時間以上 ２点 

36時間以上 48時間未満 １.５点 

24時間以上 36時間未満 １点 

該当なし ０点 
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≪配置予定技術者における留意事項≫ 

・当該業務における管理技術者及び主任担当技術者を選任すること。(下図参考) 

・管理技術者は、設計業務委託特記仕様書の資格要件を満たすこと。また、当該委託業務応 

 札者の組織に属し、各主任担当技術者を兼任しないこと。 

・建築(意匠)担当(設備設計が主体の場合は｢電気担当及び機械担当｣)の主任担当技術者は、     

当該委託業務応札者の組織に属すること。 

【参考】（例）業務実施体制(一般的な改修実施設計) 

 

事後審査では評価する配置予定技術者の 

みを審査するため、左図の業務実施体制の 

場合、着色した配置予定技術者の加算点を 

申告し、事後審査書類を提出することとな 

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 業務の繁忙度 

Ｃ－① 業務の繁忙度 

 

 

 

 

 

 

※１ ２分野以上兼務している主任担当技術者の場合は､それぞれ加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例 自社 協力会社 

管理技術者 Ａ氏 - 

 主任 担当 主任 担当 

建築（意匠） Ｂ氏 Ｃ氏 - - 

構造  Ｂ氏 あ氏 い氏 

積算  Ｄ氏 う氏  

電気  Ｅ氏 え氏  

機械  Ｅ氏 え氏 
お氏 

か氏 

評価項目 主任担当技術者の手持ちの業務量 

時点 技術資料を提出する日 

評価基準 

各主任担当技術者の手持ち業務量 配点 

主任担当技術者の手持ち業務が３件以下で０.４点  

各分担業務分野の合計点により評価 
最大２点 
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５－２ 技術評価項目の配点 

 
各評価項目の配点一覧は以下のとおりとする。 

 

評価項目 評価基準 評価点 配点 備考 

企
業
の
技
術
力
に
関
す
る 

事
項 

業務成績 

評定点 

過去５か年度の委託業務成

績評定点の最高点 

８２点以上 ４ 

４  

８０点以上８２点未満 ３ 

７８点以上８０点未満 ２ 

７６点以上７８点未満 １ 

該当なし ０ 

応急危険度 

判定士 

愛知県被災建築物応急危険

度判定士の登録者数 
登録者１人あたり１点 

登録者数 

×１ 
２ 最大２点 

小計 ６  

配
置
予
定
技
術
者
に
関
す
る
事
項 

管

理

技

術

者 

業務実績 
過去５〔10〕か年度の類似

業務の実績 

管理技術者として従事した実績あり ５ 

５  
主任担当技術者として従事した実績あり ３.５ 

担当技術者として従事した実績あり ２ 

該当なし ０ 

ＣＰＤの 

取得実績 
過去２か年度の取得単位 

４８時間以上 ３ 

３  
３６時間以上４８時間未満 ２ 

２４時間以上３６時間未満 １ 

該当なし ０ 

小計 ８  

主

任

担

当

技

術

者 

資格 

建築（意匠） 

―級建築士 ４ 

４ 

 

二級建築士 ２ 

該当なし ０ 

構造 

構造設計―級建築士 ４ 

４ 
―級建築士 ３ 

二級建築士 １ 

該当なし ０ 

積算 

―級建築士又は建築積算士 ４ 

４ 二級建築士 １.５ 

該当なし ０ 

電気 

設備設計―級建築士 ４ 

４ 
―級建築士又は建築設備士 ３ 

二級建築士 １ 

該当なし ０ 

機械 

設備設計―級建築士 ４ 

４ 
―級建築士又は建築設備士 ３ 

二級建築士 １ 

該当なし ０ 

業務実績 

過去５〔10〕か年度の類似

業務の実績 

〔各主任担当技術者〕 

管理技術者又は主任担当技術者として     

従事した実績あり 
４ 

２０ 

各主任担当

技術者 

（５分野） 
担当技術者として従事した実績有り ２ 

該当なし ０ 

ＣＰＤの 

取得実績 

過去２か年度の取得単位

〔各主任担当技術者〕 

４８時間以上 ２ 

１０ 

各主任担当

技術者 

（５分野） 

３６時間以上４８時間未満 １.５ 

２４時間以上３６時間未満 １ 

該当なし ０ 

小計  ５０  

繁忙度 
業務の 

繁忙度 

各主任担当技術者の手持ち

の業務 
３件以下０.４点 ０.４ ２  

加算点合計 ６６  
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６ 加算点の申告について 

 

（１）入札参加者による加算点申告表の作成 

 ○技術評価項目の加算点については、入札参加者が加算点申告表を作成し、技術資料提出期限 

までに提出するものとする。 

 

（２）落札候補者の決定及び事後審査方式 

 ○予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者のうち、加算点申告表の加算点を合計し 

て算出した技術評価点に、入札価格から算出した価格評価点を加えた評価値が最も高い入札 

参加者を落札候補者とする。 

 ○落札候補者のみ事後審査を行う。 

 

（３）事後審査によるペナルティ 

 ○落札候補者となり事後審査によって、過大な加算点となっている評価項目が判明した場合、 

  ペナルティとしてその評価項目について審査した加算点から減点を行うものとする。 

 ○減点は下記の計算式のとおりとする。 

 ○ただし、入札参加者の申告した加算点が過小となる評価項目がある場合は、その評価項目の 

  加算点の見直しはしないものとする。 

    減点＝入札参加者が申告した加算点 一 審査した加算点 

      計算例 ： 審査した加算点０点、入札参加者が申告した加算点１点 

            減点＝ １点 － ０点 ＝ １点 

            審査した加算点４点､入札参加者が申告した加算点６点 

            減点＝ ６点 － ４点 ＝ ２点 

 

【参考】 減点例 

 

 

 

 

 

                                                                                    ▲２ 

 

 

  

 

 

 

 

 

○事後審査の結果、落札候補者の評価値が次順位の評価値を下回った場合は、次順位の 

評価値の者を新たな落札候補者とし、事後審査を行う。 

 

 

 

 

項目 Ａ Ｂ Ｃ 減点 合計 

【自己申告】あ設計事務所 １ ２ ４  ７ 

【事後審査】あ設計事務所 １ ２ ３ １ ５ 

 

減点 ＝ ４点 － ３点 ＝ １点 

過大な申告をした項目を正しい点数に置き換えるため､さらに減点となる。 
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７ 入札結果の公表について 

 

○落札者決定後は各入札参加者の得点を下記様式により公表する。 

○なお、各入札参加者は技術評価点の値に対して、書面(任意様式)により説明を求めることが 

 できるものとする。 
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フロー 

 

８ 手続きフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 標準的な期間(土日含む) 

※２ 評価値の再計算の結果､落札候補者の評価値が次順位の評価値を下回った場合は､次順位の 

評価値の者を新たな落札候補者とし､事後審査を行う。 

 

１４日 

 

・技術資料（加算点申告表

等）の作成 

・本案件に関する質問 

 

・指名通知（審査会開催） 

 

 

・質問受付及び回答 

１～７日 ・技術資料の提出  

７～１４日 

 

・入札書､内訳書の提出 

 ・開札､評価値の計算 

・落札候補者の決定  

 

･事後審査資料の提出 

・事後審査資料の審査 

・加算点の見直し 

・評価値の再計算※２ 

７日 

・落札者の決定(審査会開催) 

・技術評価点の値に関する 

質問受付及び回答 

指名通知 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

↓ 

技術資料受付 

入札・開札 

事後審査資料の受付 

事後審査 

落札者の決定 

契約 

落札候補者への通知 

入札結果の通知と公表 

期間※1 入札参加 発注者 


